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「応益」負担問題、厚労省基本的姿勢を崩さず

―8団体、厚労省と話し合いを持つ―

　昨年12月10日、8団体（日身連、JD、DPI、日盲連、全日ろう連、脊損連合、育成会、全家連）は、グランドデザインに関して緊急要望書を提出した。この要望書に基づいた厚労省との話し合いを１月18日（火）に持った。

　厚労省からは伊原企画官が対応した。応益負担問題については、「他の制度と同様な仕組みとし、負担できる人は負担してもらって、サービスを受けてもらうようにしていく」と答えた。「扶養義務のあり方の問題については、障害者施策の面からだけで考えるのは難しく、日本の社会全体が法制度のあり方として、考えていくべき性質のものである」とも述べ、「障害者の家族からの独立という課題を受け止め、費用負担の対象者から親兄弟をはずしたという歴史的経過」との関係を指摘する団体側との平行線をたどった。

　また通所授産施設に通う人たちなどからも費用負担を求めることは、当事者の働く意欲をそぐという問題については「労働であるかどうかは契約関係があるなしにかかっている」と述べた上、「福祉サービスを受けていれば、そのサービスに負担が派生するのは自然」と形式論を繰り返した。

　認定審査会の構成メンバーについては、基本的には自治体が決めることとした上で、「医者など障害者に詳しい有識者、専門家が入る」とし、「政策問題とは違い、単に障害者団体の代表だから入るということにはならない」と述べた。

　今回、障害者の地域支援を義務的経費とし、厳しい財政状況の中、大幅な予算を獲得したことは高く評価できるし、努力は大いに認識できる。しかしそれと引き換えに、私たち障害者運動が訴えてきた、そして厚労省自身も真摯に受け止めてきた“家族からの独立”など重要な哲学的問題を簡単に葬り去ろうとする障害保健福祉部の姿勢に対して、私たちは「ＮＯ！」を言い続けなければならない。










